２０１５年２月１２日
大阪府知事　松井　一郎　様
自治労大阪府職員労働組合

執行委員長　川本　富士夫
２０１５年春季生活要求書
２０１５年春季生活要求書として下記のとおり要求する。

記

１　労使慣行に関すること

労使慣行を厳守し、労働条件の改変にあたっては一方的実施を行わないこと。
２　賃金等に関すること

(1) 早期退職者の退職手当に係る特別措置制度を復元すること。
(2) 旅費にかかる日当及び宿泊料を他府県並みとすること。
(３)大阪府に雇用されている全ての労働者の最低賃金を月額155,700円（日額7,785円、時間額1,000円）以上とすること。

(４)給料表をまたがる異動については、兼務発令を行うなど、現給を保障すること。
(５)諸手当等の改善を図ること。
　①地域手当を府内一律とし、更に引き上げを行うこと。

②扶養手当の、属性区分の見直しを行うこと。

③時間外・休日勤務手当の支給率を、「現行百分の125・135を百分の150に、現行百分の150・160を百分の200に」、夜間勤務手当を「現行百分の25を百分の50に」改善すること。月45時間以上60時間未満の時間外労働についても割増率を百分の150とすること。
(６)常勤職員と密接に関係してくることから、非常勤職員・非常勤特別嘱託員の勤務条件の改善を図ること。

(７)介護休職者などの職場復帰後等の昇給復元措置を改善すること。

要望事項
1 ア　組織・職制（少数職場・職種の処遇を含む）、任用、給与、人材育成等が有機的
　　に結びつく「総合的な人事制度」を構築し、当面、降格とされた者の士気高揚、現業職員に係る懸案課題等について速やかに解決を図ること。

イ　副主査制度について、基準点に達した者を確実に任用すること。また、資格及び
研修について、今後とも検討を充分に行うこと。
　ウ　技能労務職の行政職等への転任について、転任後の現業職場のあり方議論を踏まえ、新規採用を原則とした職員配置及び必要な改善に向けた措置を行うこと。

　エ　転任選考について、対象者全員が均等な学習機会を得られるよう充分に配慮すること。

オ　行政職等に転任した者について、計画的な研修を実施するなど、充分なフォローアップに努めること。

2 大阪府が行う公共調達契約において、次の点に対し検討を行うこと。

ア　公共サービス提供者を決定する際には、現在実施している総合評価方式に加え、男女平等参画、公正労働基準の確立といった社会労働的価値についても評価点とすること。

イ  公共サービスの供給者が民間事業者となった場合には、そこで働く人々が人間らしい生活を営める賃金を保障されるよう、「低入札価格調査制度」「最低制限価格制度」などを機能させること。

ウ  自治体の責任だけでなく、事業者の雇用責任等を明記し、社会的価値の実現を追求することを宣言する基本条例として「公契約条例」を制定すること。また、制定するために労働側委員が参加する「研究会・審議会」を設置すること。
3 主査枠を大幅に拡大すること。
4 2015年度当初予算に賃金引上げ分を計上すること。
３　勤務条件に関すること
(１)年度途中退職、産育休、長期の病気療養、休職及び育児短時間勤務制度導入に伴う代替要員を正職員で確実に配置するなど過重労働とならぬようにすること。
(２)ワーク・ライフ・バランスを推進し、男女がともに、仕事と家庭生活を両立することを支援する立場から、育児時間、子の看護休暇、育児休業、介護休暇・欠勤制度、早出・遅出勤務制度、等を改善すること。

(３)各種休暇制度等の権利行使が十分に行えるようにすること。

要望事項
1 公衆衛生研究所の地方独法化については国・地独法制定時の附帯決議を踏まえた取り扱いを行うこと。

また、産業技術総合研究所及び環境農林水産総合研究所が独法化されたが、設立

団体である大阪府は当事者としての認識を持ち、法人と当該労組との協議が誠実

に行われるよう協力すること。
2 現業職場における退職予定者の退職後欠員を完全に補充するなど勤務条件の低下をしないようにすること。
3 恒常的残業の解消、過重労働による健康被害防止のため、継続的に恒常的残業が発生している職場を明らかにし、業務量に見合った人員配置を行うこと。
４　人事評価の給与反映に関すること
 (１) 人事評価制度については、５原則（公平・公正性、透明性、客観性、納得性、合目的性）を徹底するとともに、労働組合、府人事委員会、府当局で構成する苦情処理機関を設置する、また、現業職員に対する「苦情処理共同調整会議」を有効に機能するものとして対策を講じることが、必須である。よって、評価制度の趣旨どおり行うことはもとより、給与反映を行わないこと。
要望事項
1 任期付職員の採用にあたっては、制度の趣旨を踏まえた運用を行うとともに、安易な採用を行わないこと。採用にあたっては、2005年11月14日府労連申入れを踏まえ、行うこと。
2 定年退職予定者の再任用希望者全員の雇用確保を図るとともに定年の段階的引上げを行うこと。

3 府民サービスの維持・向上と組織の活性化の観点から、必要な新規採用職員を確保すること。
4 国籍条項の撤廃に伴い、残る任用・配置などの面での不平等を解消すること。
5 地方公務員法による「自動失職」に関する特例条項を設けること。特に、公務中の事故等について無条件に「自動失職」が適用されることがないよう、分限条例を改正すること。

